（様式１-３a）
補助事業計画書（買い手支援Ａ）

＜申請者の概要＞
※申請者とは　①株式売買の場合　譲渡の対象会社　②吸収合併、事業譲渡の場合　譲受者
	（フリガナ）
名称（商号または屋号）
	


	法人番号（13桁）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	本社所在地
	(〒　　　-　　　）


	県内の事業所
	(〒　　　-　　　）
　　

	ホームページのURL
（無い場合は「無し」に〇）
	有 
	http://
	無し

	事業概要
	主要製品
サービス
	

	
	主な顧客
	

	主たる業種
【次のいずれかに☑を
付してください。】
	業種
	資本金の額又は
出資の総額
	常時使用する
従業員の数

	
	☐
	①　製造業、建設業、運輸業
　　その他の業種（②～④を除く）
	３億円以下
	300人以下

	
	☐
	②　卸売業
	１億円以下
	100人以下

	
	☐
	③　サービス業
	5,000万円以下
	100人以下

	
	☐
	④　小売業・飲食店
	5,000万円以下
	50人以下

	
	☐
	⑤　ゴム製品製造業
	３億円以下
	900人以下

	
	☐
	⑥　ソフトウェア業、情報処理サ
　　ービス業
	３億円以下
	300人以下

	
	☐
	⑦　旅館業
	5,000万円以下
	200人以下

	常時使用する
従業員数※１
（うち補助対象人員数）
	　　　　　　 　　人　　
（　　　　　人）
	代表者の株式等の持分割合
（個人事業主は記載不要）
	　　　　　　　　　　　　％

	資本金額
（個人事業主は記載不要）
	千円
	設立年月（西暦）
※２
	年　　　月

	給与の締め日・支払日
	毎月　　日締め、当月又は翌月（該当する方に〇）　　日払い

	連絡担当者
	（フリガナ）
氏　名
	

	役職
	

	
	住　所
	（〒　　－　　　）


	
	電話番号（携帯電話番号）
	
	FAX番号
	

	
	E-mailアドレス
	


（書類の送付や必要書類の提出依頼等の電話・メール連絡は、全て「連絡担当者」宛てに行います。補助金の申請内容や実績報告時の提出書類の内容について、責任をもって説明できる方を記載してください。電話番号又は携帯電話番号は必ず記入をお願いします。FAX番号・E-mailアドレスも極力記入してください。）
※１　日雇労働者、短期間雇用労働者及び当該事業所の平均的な従業員と比して労働時間が４分の３に満たない短時間労働者等は除きます。詳しくは公募要領Ｐ７の常時使用する従業員の考え方を参照のうえ、ご記入ください。
※２　「設立年月日」は、創業後に組織変更（例：個人事業者から株式会社化、有限会社から株式会社化）された場合は、現在
の組織体の設立年月日（例：個人事業者から株式会社化した場合は、株式会社としての設立年月日）を記載してください。

	〇誓約事項＜全ての事業者が回答対象＞
次の要件を満たしていることを誓約（チェック欄にチェック）してください。
	チェック欄

	同一事業で国、都道府県、市町村等が助成（左記以外の機関が、国から受けた補助金等により実施する場合を含む）する他の補助制度（以下、これらを「他の補助制度という。）の交付決定を受けていません。これを確認するために、他の補助制度の執行機関、部署と申請書及び提出書類の記載内容を共有することに同意します。
なお、現在他の補助制度に申請中の場合、本補助金と他の補助制度で同一事業に対して交付決定を受けた場合はどちらかを取り下げます。
	☐

	事業承継の譲渡者（譲渡の対象会社）及び譲受者双方の事業内容が次のいずれにも該当しません。
〇 公序良俗に反するおそれがあるもの
〇 公的な資金の使途として社会通念上、不適切であると判断されるもの
〇 関係法規（労働法規等）を遵守していないもの
	☐

	　事業承継の譲渡者及び譲受者は親族（６親等内の血族、配偶者、３親等内の姻族）関係ではありません。
	☐

	　補助対象となる者を県内で雇用し、補助事業の完了した日の属する会計年度の翌年度末（令和７年３月31日）まで引き続き雇用します（定年退職、死亡、自己都合退職等のやむを得ない場合を除く）。
	☐

	事業承継の譲渡者及び譲受者は従前より資本関係はありません。（従業員等による事業承継は除く）
	☐

	[bookmark: _GoBack]事業承継の譲渡者は経営承継円滑化法上の「資産保有型会社」、「資産運用型会社」ではありません。
	☐



	〇誓約事項＜該当の事業者のみ回答対象＞
次の場合に該当するときは、当該要件を満たしていることを誓約（チェック欄にチェック）してください。
	チェック欄

	＜株式譲渡の場合＞
　事業承継の結果、譲受者は総株主等議決権の過半数を有しています。（※）
	☐

	＜事業の一部の譲渡又は会社分割の場合＞
　事業の重要な一部の譲渡又は分割（譲渡者の総資産額の５分の１又は売上高の１０分の１以上）です。（※）
	☐


※　申請後に事業承継を行う場合、申請時点の計画内容により回答（チェック欄にチェック）してください。
＜事業承継の概要＞
１　事業承継の相手方
	（フリガナ）
名称（商号または屋号）
	


	法人番号（13桁）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	本社所在地
	(〒　　　-　　　）


	県内の事業所
	(〒　　　-　　　）


	ホームページのURL
（無い場合は「無し」に〇）
	有 
	http://
	無し

	事業概要
	主要製品
サービス
	

	
	主な顧客
	

	主たる業種
【次のいずれかに☑を
付してください。】
	業種
	資本金の額又は
出資の総額
	常時使用する
従業員の数

	
	☐
	①　製造業、建設業、運輸業
　　その他の業種（②～④を除く）
	３億円以下
	300人以下

	
	☐
	②　卸売業
	１億円以下
	100人以下

	
	☐
	③　サービス業
	5,000万円以下
	100人以下

	
	☐
	④　小売業・飲食店
	5,000万円以下
	50人以下

	
	☐
	⑤　ゴム製品製造業
	３億円以下
	900人以下

	
	☐
	⑥　ソフトウェア業、情報処理サ
　　ービス業
	３億円以下
	300人以下

	
	☐
	⑦　旅館業
	5,000万円以下
	200人以下

	常時使用する従業員数
	　　　　　　　　人
	

	資本金額
（個人事業主は記載不要）
	千円
	設立年月（西暦）
	年　　　月



２　事業承継の概要
	　〇事業承継の時期（該当する方にチェックし、時期をご記入ください）
	実施済み☐
	令和　　　年　　　月　　　日

	実施見込み☐
	令和　　　年　　　月頃



　〇事業承継の方法（該当するものにチェックし、その他の場合は括弧内に方法をご記入ください）
	☐
	株式譲渡

	☐
	事業譲渡

	☐
	吸収合併

	☐
	その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）





＜補助事業の内容＞
	1．補助事業の取組経緯

	〇　物価高騰等の影響






	〇　事業承継に至った経緯









	2．補助事業の実施により期待される効果






※欄が足りない場合は適宜、行数・ページ数を追加してください。



